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　　　　　　　　　   （以下「契約者」という）と一般社団法人在宅看護センター四国
（以下「事業者」 という）は、契約者が看護小規模多機能型居宅介護しこくのかんたき（以下「事業所」という）において、事業者から提供される短期入所生活介護サービス又は介護予防短期入所生活介護サービス(以下 「短期入所生活介護サービス」という)を受け、それに対する利用料金を支払うことについ て、次のとおり契約（以下「本契約」という）を締結します

第1章 総則

第1条（契約の目的)
１ 事業者は、介護保険法令の趣旨に従い、契約者がその有する能力に応じて、可能な
限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、契約
者に対し、その日常生活を営むために必要な居室及び共有施設等を使用させるとともに、 第４条及び第５条に定める短期入所生活介護サービスを提供します。

２ 事業者が契約者に対して実施する短期入所生活介護サービスの内容、利用期間、利
用日、利用時間、費用等の事項（以下「短期入所生活介護計画」という）は、別紙
「（サービス利用書）」に定めるとおりとします。

第２条（契約期間）
１ 本契約の利用期間は、契約締結時の日から契約者の要介護認定の有効期間満了日ま
でとします。 但し、契約期間満了日以前に、契約者が要介護状態区分の変更の認定
を受け、要介 護認定有効期間の満了日が変更された場合には、変更後の要介護認定
期間の満了日を 以て契約期間の満了日とします。

２ 契約期間満了の 2 日前までに契約者から文書による契約終了の申し入れがない場合
には、本契約は自動的に同じ条件で更新されるものとし、以降も同様とします。

３ 前項によって本契約が自動更新された場合には、更新後の契約期間は、期間満了日
の翌日から更新後の要介護認定有効期間の満了日までとします。この更新後におけ
る契約期間中に契約者の要介護状態区分の変更があった場合の契約期間は、第 1 項
但書 と同様の取扱いとします。

第 3 条（短期入所生活介護計画の決定・変更）
１ 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が作成されている場合に
は、それに沿って契約者の短期入所生活介護計画を作成するものとします。

２ 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が作成されていない場合でも、短期入所
生活介護計画の作成を行います。その場合に、事業者は、契約者に対して、居宅介
護支援事業者を紹介する等居宅サービス計画作成のために必要な支援を行うものと
しま す。

３ 事業者は、短期入所生活介護計画について、契約者及びその家族等に説明し、同意
を得た上で決定するものとします。

４ 事業者は、契約者に係る居宅サービス計画が変更された場合、もしくは契約者及び
その家族等の要請に応じて、短期入所生活介護計画について変更の必要があるかど
うかを調査し、その結果、短期入所生活介護計画の変更の必要があると認められた
場合 には、契約者及びその家族等と協議して、短期入所生活介護計画を変更するも
のとします。

５ 事業者は、短期入所生活介護計画を変更した場合には、契約者に対して書面を交付
し、その内容を確認するものとします。

第 4 条（介護保険給付対象サービス）
事業者は、介護保険給付対象サービスとして、事業所において契約者に対し、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機能訓練を提供するものとします。

第 5 条（介護保険給付対象外のサービス）
１ 事業者は、契約者との合意に基づき、介護保険給付の対象限度額を超える短期入所
生活介護サービスを提供するものとします。

２ 前項の他、事業者は食費及び居住費、特別な食事、理美容サービス、貴重品管理、
レクレーション・クラブ活動材料費、書類等のコピーのサービスを介護保険給付対
象外のサービスとして提供するものとします。

３ 前 2 項のサービスについて、その利用料金は契約者が負担するものとします。

４ 事業者は、第 1 項及び第 2 項に定める各種のサービスの提供について、必要に応
じて契約者の家族等に対してもわかりやすく説明するものとします。

第 6 条（契約期間と利用期間）
本契約でいう「契約期間」とは、第 2 条に定める契約の有効期間をいい、「利用期間」 とは第 2 条で定められた契約期間内において、事業者が契約者に対して現に短期入所生 活介護サービスを実施する期間をいいます。

第2章 サービスの利用と料金の支払い

第 7 条（サービス利用料金の支払い）
１ 事業者は、契約者が支払うべき介護保険給付サービスに要した費用について、契約
3 者が介護サービス費として市町村から給付を受ける額（以下「介護保険給付額」
とい う）の限度において、契約者に代って市町村から支払いを受けます。

２ 契約者は、要介護度に応じて第 4 条に定めるサービスを受け、重要事項説明書に定
める所定の料金体系に基づいたサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた
差額分（自己負担分；契約者の所得段階によりサービス利用料金の 1 割または 2 
割）を 事業者に支払うものとします。但し、契約者がいまだ要介護認定を受けてい
ない場合 及び居宅サービス計画が作成されていない場合には、サービス利用料金を
いったん支 払うものとします。（要介護認定後又は居宅サービス計画作成後、自己
負担分を除く金 額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。） 

３ 第 5 条に定めるサービスについては、契約者は、重要事項説明書に定める所定の料
金体系に基づいたサービス利用料金を事業者に支払うものとします。

４ 前項の他、契約者は利用期間中の食事代と契約者の日常生活上必要となる諸費用実
費（おむつ代を除く）を事業者に支払うものとします。

５ 契約者は、前 4 項に定めるサービス利用料金をサービスの利用終了後、1 か月毎に
計算し翌月の 20 日までに当事業者が定める方法で支払うものとします。

第 8 条（利用の中止・変更・追加）
１ 契約者は、第 6 条に定める利用期間前において、短期入所生活介護サービスの利用
を中止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。この
場合には、契約者はサービス開始日の前日までに事業者に申し出るものとします。

２ 契約者が利用開始日に利用の中止を申し出た場合は、重要事項説明書に定める所定
の取消料を事業者に支払う場合があります。但し、契約者の体調不良等正当な事由
がある場合は、この限りではありません。

３ 事業者は、第 1 項に基づく契約者からのサービス利用の変更・追加の申出に対し
て、事業所が満室で契約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の
利用可能期間を契約者に提示して協議するものとします。

４ 契約者は、第 6 条に定める利用期間中であっても、サービスの利用を中止すること
ができます。

５ 前項の場合に契約者は、既に実施されたサービスに対する利用料金支払義務及び第
12 条第 3 項（原状回復の義務）その他の条項に基づく義務を事業者に対して負担
しているときは、利用終了日に精算するものとします。

６ 第 4 項により契約者がサービスの利用を中止し、事業所を退所する場合において、 
事業者は、契約者の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行う
ものとします。

第 9 条（利用料金の変更）
１ 第 7 条第 1 項及び第 2 項に定めるサービス利用料金について、介護保険給付体系
の変更があった場合、事業者は該当サービス利用料金を変更することができるもの
とします。

２ 第 7 条第 3 項及び第 4 項に定めるサービス利用料金については、経済状況の著し
い変化その他やむを得ない事由がある場合、事業者は、契約者に対して、変更を行
う日の 2 か月前までに説明をした上で、該当サービス利用料金を相当な額に変更す
ること ができます。

３ 契約者は、前項の変更に同意することができない場合には、本契約を解約すること
ができます。

第3章 事業者の義務

10 条（事業者及びサービス従事者の義務）
１ 事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身体、 
財産の安全・確保に配慮するものとします。

２ 事業者は、契約者の体調・健康状態から見て必要な場合には、事業所の医師又は看
護職員若しくは主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関と連携し、契約者からの
聴取・確認の上でサービスを実施するものとします。

３ 事業者及びサービス従事者は、契約者又は他の利用者等の生命または身体を保護す
るため緊急止むを得ない場合を除き、身体拘束その他契約者の行動を制限する行為
を行わないものとします。

４ 事業者は、契約者に対する短期入所生活介護サービスの提供について記録を作成
し、それを 5 年間保管し、契約者若しくはその代理人の請求に応じてこれを閲覧さ
せ、複写物を交付するものとします。

５ 事業者は、サービス提供時において契約者に病状の急変が生じた場合、その他必要
な場合は、速やかに主治医又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の
必要な措置を講ずるものとします。

第 11 条（守秘義務）
１ 事業所及びサービス従事者又は従業員は、短期入所生活介護サービスを提供する上
で知り得た契約者又はその家族等に関する事項を正当な理由なく第三者に漏洩しま
せん。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。

２ 事業者は、契約者に医療上、緊急の必要がある場合には、医療機関等に契約者に関
する心身等の情報を提供できるものとします。

３ 前 2 項にかかわらず、契約者に係る他の居宅介護支援事業者等との連携を図るなど 
正当な理由がある場合には、その情報が用いられる者の事前の同意を文書により得
た上で、契約者又は契約者の家族等の個人情報を用いることができるものとしま
す。

第4章 契約者の義務

第 12 条（契約者の施設利用上の注意義務等）
１ 契約者は、居室及び共用施設、敷地を、その本来の用途に従って利用するものとし
ます。

２ 契約者は、サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合
 には、事業者及びサービス従事者が契約者の居室内に立ち入り、必要な措置をとる
ことを認めるものとします。但し、その場合、事業者は、契約者のプライバシー等
の保護について十分な配慮をするものとします。

３ 契約者は、事業所の施設、設備について、故意または重大な過失により滅失、破
損、 汚損もしくは変更した場合には、自己の費用により現状に復するか、又は相当
の代価を支払うものとします。

４ 契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、契約者及びその家族等
と事業者との協議により、居室又は共用施設、設備の利用方法等を決定するものと
します。

第 13 条（契約者の禁止行為） 
契約者は、事業所内で以下の各号に該当する行為をすることは許されません。
(1) 決められた場所以外での喫煙
(2) サービス従事者または他の利用者に対し、迷惑を及ぼすような行為
（宗教活動・ 政治活動・営利活動・暴力行為・騒音行為 等）を行なうこと
(3) ペット及び刃物などの持ち込み

第5章 損害賠償（事業者の義務違反）

第 14 条（損害賠償責任）
１ 事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由によ 
り契約者に生じた損害について賠償する責任を負います。第 11 条に定める守秘義
務に 違反した場合も同様とします。 但し、契約者に故意又は過失が認められる場
合には、契約者の置かれた心身の状況 を斟酌して相当と認められる時に限り、損害
賠償額を減じることができるものとします。

２ 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。

第 15 条（損害賠償がなされない場合）
事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 
(1) 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に
 　 これを告げず、又は不実の告知を行ったときにもっぱら起因して損害が発生した
場合 
(2) 契約者が、サービスの実施にあたって必要な事項に関する聴取・確認に対して故
　　意にこれを告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生
した場合 
(3) 契約者の急激な体調の変化等、事業者の実施したサービスを原因としない事由に 
もっぱら起因して損害が発生した場合
(4) 契約者が、事業者もしくはサービス従事者の指示・依頼に反して行った行為に
もっぱら起因して損害が発生した場合

第 16 条（事業者の意責任によらない事由によるサービスの実施不能）
１ 事業者は、本契約の有効期間中、地震・噴火等の天災その他自己の責に帰すべから
ざる事由によりサービスの実施ができなくなった場合には、契約者に対して当該サ
ービスを提供すべき義務を負いません。
２ 前項の場合に事業者は、契約者に対して既に実施したサービスについては所定のサ
ービス利用料金の支払いの請求ができるものとします。

第6章 契約の終了

第 17 条（契約の終了事由、契約の終了に伴う援助）

１ 契約者は、以下の各号に基づく契約の終了がない限り、本契約に定めるところに従
い、事業者が提供するサービスを利用することができるものとします。 
(1) 要介護認定により契約者の心身の状況が自立と判定された場合
(2) 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又は止むを得ない事由により
事業所を閉鎖した場合
(3) 施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能となった場合
(4) 事業所が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合
(5) 第１８条から第２０条に基づき本契約が解約又は解除された場合
(6) 契約者が死亡した場合

２ 事業者は、前項第 2 号を除く各号により本契約が終了する場合には、契約者の心身 
の状況、置かれている環境等を勘案し、必要な援助を行うよう努めるものとしま
す。

第 18 条（契約者からの中途解約）
１ 契約者は、本契約の有効期間中、本契約を解約することができます。この場合に
は、 契約者は契約終了を希望する日の 7 日前までに事業者に通知するものとしま
す。

２ 契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができま
す。
(1) 第 9 条第 3 項により本契約を解約する場合
(2) 契約者が入院した場合
(3) 契約者に係る居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合

第 19 条（契約者からの契約解除）
契約者は、事業者もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為を行った場合 には、本契約を解除することができます。
(1) 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める短期入所生活介 護
サービスを実施しない場合
(2) 事業者もしくはサービス従事者が第 11 条に定める守秘義務に違反した場合
(3) 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用 等
を傷つけ又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められ
る場合
(4) 他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷付ける恐れが
ある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合

第 20 条（事業者からの契約解除）
事業者は、契約者が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除することができます。 
(1) 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこ
れを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じた場合
(2) 契約者による、第 7 条第 1 項から第 4 項に定めるサービス利用料金の支払いが 
2 か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合
(2) 契約者が、故意または重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利
用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行なうことなどによって、本契約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合

第 21 条（精算）
第 16 条第 1 項第 2 号から第 6 号により本契約が終了した場合において、契約者が、すでに実施されたサービスに対する利用料金支払義務及び第 12 条第 3 項（原状回復の義務）その他の条項に基づく義務を事業者に対して負担しているときは、契約終了日から 1 週間以内に精算するものとします。

第7章 その他

第 22 条（契約当事者の変更）
契約者は、契約の有効期間中に死亡した場合、又は心身喪失その他の事由により判断 能力を失った場合に備えて、契約者の家族である下記の者をあらかじめ代理人と定め、 本契約における契約者の権利義務に係る事務処理などについて、これを委任することに 同意します。 

住 所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先 　　　(　　　 )　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　
代理人 氏 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　続 柄　 　　　　　　　　

第 23 条（苦情処理）
事業者は、その提供したサービスに関する契約者等から苦情に対して、苦情を受け付 ける窓口を設置して適切に対応するものとします。

第 24 条（協議事項）
本契約に定められていない事項について問題が生じた場合には、事業者は介護保険法 その他諸法令の定めるところに従い、契約者と誠意をもって協議するものとします。 

第 25 条（虐待の防止）
事業者は、利用者の人権の擁護および虐待の防止のため、必要な体制を整備するとともに、その従業者に対し定期的な研修を実施する等の措置を講じるものとします。
2 事業者は、サービス提供等において虐待が発生し、またはその疑いがある場合には、速やかに市町村等関係機関に通報し、適切な対応をとります。

第 26 条（身体拘束等の禁止）
事業者は、サービスの提供にあたっては、利用者の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行いません。
2 事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様および時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由（緊急性、非代替性、一時性の3要件）を厳密に確認・記録し、本人または家族に事前に説明を行い、同意を得るものとします。

第 27 条（感染症の予防および対策）
事業者は、事業所における感染症の発生および蔓延を予防するため、必要な衛生管理体制を整備し、ガイドラインの策定、委員会の設置、職員に対する定期的な研修および訓練（シミュレーション）を実施します。

第 28 条（業務継続計画（BCP）の策定等）
事業者は、感染症や自然災害の発生時においても必要なサービスが継続的に提供できるよう、業務継続計画（BCP）を策定し、これに基づき職員への研修および訓練（シミュレーション）を実施するとともに、定期的な見直しを行います。

[bookmark: _Hlk238026918]第 29 条（ハラスメントの防止措置および対応）
事業者は、適切なサービス提供の環境を維持するため、従業者に対する職場内ハラスメント（パワーハラスメント、セクシャルハラスメント等）の防止体制を整備します。
2 利用者またはその家族等による、従業者に対する暴言、暴力、威迫、過度な要求、セクシャルハラスメントその他著しい不信行為・ハラスメント行為（カスタマーハラスメント）により、安全かつ円滑なサービス提供や契約の継続が困難となった場合、事業者はその理由を明記した文書により本契約を解除することができます。





















看護小規模多機能型居宅介護事業所　
しこくのかんたき
重要事項説明書

1.　事業の目的と運営方針
1 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年厚生省第37号）第59条に規定する訪問看護の基本方針及び四国中央市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成25年3月22日条例第3号）（以下「基準条例」という。）第9章第１節(第190条)に規定する看護小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行います。
2 前項の訪問看護は、要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮して、その療養生活を支援し心身の機能の維持回復を行い、看護小規模多機能型居宅介護は、要介護状態となった場合においても、心身の特性を踏まえて、利用者が可能な限り住み慣れたその居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の状態や希望に応じて、通い・泊まり・訪問を柔軟に組み合わせ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排泄、食事等の日常生活上必要な介護、療養上の世話、看護に伴う医療処置及び機能訓練等を行います。
3 利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、その目標を設定　し計画的に行います。　
4 利用者の意志及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めます。
5 事業の実施に当たっては、利用者の所在する市町村、居宅介護事業者、地域包括支援センター、保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者、地域住民等との連携に努めます。
6 指定看護小規模多機能型居宅介護の提供の終了に関しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、主治医への情報提供を行います。
7 その他、基準条例を厳守し、事業を実施します。
2.　事業者の内容
1 提供できるサービスの種類と地域
	事業所種別
	看護小規模多機能型居宅介護　　

	事業所名
	看護小規模多機能型居宅介護　しこくのかんたき

	指定番号
	３８９１３００４２２

	所在地
	愛媛県四国中央市川之江町字井地山980番6

	管理者の氏名
	尾﨑　共代

	電話番号
	0896-77-5057

	FAX番号
	0896-77-5430

	サービスを提供する地域
	四国中央市



2 事業者の従業者体制
	職名
	資格
	職務の内容
	常勤
	非常勤
	合計

	所長/管理者
	看護師
	法人の各種方針等の伝達及び
	1名

	
	1名

	
	
	内容の協議、意識統一職員、業務等における一元的管理
	
	
	

	副所長
	介護福祉士
	
	１名
	
	1名

	介護支援専門員（兼）　
	介護支援専門員　　
	小規模多機能型居宅介護計画の作成　等
	1名　　以上
	
	1名　以上

	看護職員
	看護師
	療養上の世話及び診療の補助
看護分野における医療的処置
心身の健康管理
保健衛生管理等の看護業務　等
	1名　　以上
	
	2.5人以上

	介護職員（兼）
	看護師
准看護師
介護福祉士
介護員
理学療法士
作業療法士
	適切な日常生活の援助
心身の機能訓練の実施　等
	3名　　以上
	2名　　以上
	5名
以上



3 営業日、及び営業時間
	営業日
	365日

	営業時間
	24時間

	通いサービス
	午前9時00分～午後16時30分　（月～金曜日）

	泊まりサービス
	午後6時00分～翌午前9時00分

	訪問看護サービス
	午前9時00分～午後5時30分（24時間連絡対応体制）

	訪問介護サービス
	午前8時30分～午後5時30分（その他随時対応）


4 利用定員
	登録定員
	29名

	通所サービスの利用定員
	18名

	宿泊サービスの利用定員
	9名



5 設備の概要
・宿泊室　　9室
利用者の居室は、原則個室（定員1名）とし、宿泊に必要な寝具・備品を備えます。
・食堂兼居間
利用者が使用できる十分な広さを備えた食堂を設け、利用者が使用できるテーブル・椅子・ソファー・食器等の備品類を備えています。また、テーブルは折りたたみができるため、随時スペースの調整ができます。
・浴室
浴室には多様な利用者が使用できるよう、自立した入浴から、搬送車を使った入浴まで個々に合わせた入浴が可能な機械浴を設置しています。また、寝たきりの方用にストレッチャー浴ができる浴槽も完備しています。
・コミュニティースペース
利用者や地域住民のコミュニティが取れるようネット回線が完備され、コロナ等の感染時にも遠隔で連携が図れるようにしています。また、地域健康増進活動もできるようにしています。
・その他の設備
その他に、台所・多目的トイレ等の設備を設けております。トイレは車いすやウロストミー等の対応が出来ます。
3.　サービスの内容
利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の状態、希望等を勘案し、随時、適切に通いサービス、訪問サービス又は宿泊サービスを組み合わせた支援を提供します。
1 通いサービス……　事業所において、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話、機能訓練等を行います。
2 訪問サービス……利用者宅を訪問し、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練等を行います。
3 宿泊サービス……　一時的な事業所への入所となり、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練等を行います。
4 看護サービス……　主治医が看護サービスの必要性を認めたものに限り、訪問看護指示書に基づき、主治医との連携を図りながら、通い・訪問・宿泊において看護サービスの提供を行います。
5 送迎について……　午後6時以降の送迎については、各利用者様で手配していただくことになります。
　　　
4.　利用料金
厚生労働大臣が定める基準によるものであり、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所が法定代理受領サービスであるときには、介護保険法による介護報酬の告知上の額として設定します。
■介護報酬告示額（介護保険の給付対象となるサービスの利用料金）別表1
■その他の費用（介護保険の給付対象外となるサービスの利用料金）別表2
①　支払い方法
毎月、20日頃までに前月分の請求をいたしますので、月末までにお支払ください。お支払いいただきますと、領収書を発行いたします。
お支払方法は、事業所へ支払い、銀行振込、預金口座振替による支払い　のいずれかとなります。
料金の引き落としを希望される場合には毎月27日（休日の場合は翌営業日）に指定金融機関口座より引き落しされます。
2 償還払い
介護保険料等の未納等にて償還払いの対象になった場合には、全額を自己負担後、条件が改善された時に保険者に届けることで介護報酬分が払い戻されます。

5.　サービスの利用方法
1 サービスの利用開始
　　　　まずは、お電話等でご連絡ください。
　　　　ご利用期間等を決定ののち、契約を結び、サービスの提供を開始します。
　　　　※居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員等にご相談ください。
2 サービスの終了
I. 利用者様の都合でサービスを終了する場合
　　　　　サービスの終了を希望する日の1週間前までに文書でお申し出ください。
II. 事業所の都合でサービスを終了する場合
人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場合は、1ヶ月前までに文書で通知いたします。
III. 自動終了
　　　　　以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。
　　　　　・利用者様が介護保険施設に入所した場合
　　　　　・介護保険給付でサービスを受けていた利用者様の要介護認定区分が、要支援１、２、非該当（自立）と認定された場合
　　　　　・利用者様がお亡くなりになった場合
IV. その他
　　　　　・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、利用者様やそのご家族様等に対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当社が破産した場合、利用者様は文書で解約を通知することによって即座にサービスを終了することができます。
　　　　　・利用者様が、サービス料金のお支払いを3ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわらず14日以内に支払わない場合、利用者様が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、利用者様が入院もしくは病気等により1ヶ月以上にわたってサービスが利用できない状態であることが明らかになった場合、または利用者様やご家族様などが当事業所や当事業所の従業員に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座に契約を終了させていただく場合がございます。
　　　　　
6.　サービス利用に当たっての留意事項
1 ご自分の力でできることについては、ご自分の力を活用ください。
2 利用者又はそのご家族が、体調の変化等があった際には事業所の従業者にご一報ください
3 サービス利用中において、他人への迷惑行為等が著しく、注意による改善の協力が得られない場合はサービスを終了させていただくこともあります。
4 細心の注意を図りますが、身体拘束を行なわないため、万が一、転倒転落・無断外出等が生じた場合は、速やかに必要な処置を講じるとともに、ご家族のご理解とご協力をお願いいたします。
5 事業所内での金銭及び食物などのやり取りは、ご遠慮ください。
6 職員に対する贈物や飲食のもてなしは、お受けしていません。
7 利用者様本人もしくは、家族様から利用者様のケア記録等の閲覧の希望がありましたら開示いたします。
7.　非常災害対策
事業所は、非常災害その他緊急の事態に備え、必要な設備を備えるとともに、常に関係機関と連絡を密にし、とるべき措置についてあらかじめ防災計画を作成し、防災計画に基づき、年2回以上、利用者及び職員等の訓練を行います。
1 防災時の対応
　　　　別途定める防災計画に基づき対応します。
2 防災設備
　　　　避難通報装置、避難誘導灯、消火器を配置しており安全の確保に努めていきます。
3 防災訓練
　　　　年間計画に沿って年2回実施します。
4 防火管理者
　　　　　細川　卓幹（防災士・防火管理者・防災管理者）

8.　緊急時の対応
　　サービス提供時間に利用者の病状が急変した場合には、その他必要な場合は、速やかに主治医や協力医療機関、救急隊への連絡等必要な措置を講じます。ほか、ご家族の方に速やかに連絡するとともに管理者に報告を行います。

9.　事故発生時の対応
　　サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、市町村、関係機関等への連絡を行うなど必要な措置を講じるとともに管理者に報告を行います。また、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。

10.　守秘義務に関する対応
　　事業者及び従業者は、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を保守します。
　　また、退職後においてもこれらの秘密を保守すべき旨を、従業者との雇用契約の内容としています。

11.　利用者の尊厳
　　利用者の人権・プライバシー保護のため業務マニュアルを作成し、従業者教育を行います。

12.　運営推進会議の設置
1 事業所の運営に当たっては、地域住民又は住民の活動との連携や協力を行うなど、地域との交流に努めます。
2 事業所は、地域の行政、又は地域包括支援センターの職員、地域住民の代表者、家族の代表者等により構成された運営推進会議を設置します。
3 運営推進会議の開催は、概ね2ヶ月に1回とします。

13．安全管理・虐待防止・ハラスメント対策等の体制
当事業所では、関係法令に基づき、利用者の安心・安全な生活の確保およ
び適切なサービス提供のため、以下の体制を整備しています。

 ・高齢者虐待防止のための措置
（1）虐待防止対策委員会の設置および定期的な開催（年４回）
（2）高齢者虐待防止に関する指針の整備
（3）従業者に対する定期的な研修の実施（年１回）
（4）虐待防止に関する担当者の配置（担当者：尾﨑 共代）
（5）虐待発生・疑い発生時における市町村等への速やかな通報体制の構築

 ・身体拘束等の廃止・防止に向けた取り組み
（1）原則として身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。
（2）緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合は、以下の「3要件」をすべて満た
す場合に限り、厳格な手続き（説明と同意、経過の記録）を経て最小限
の範囲で実施します。
  ① 切迫性（利用者の生命・身体が危険に晒される可能性が著しく高いこと）
  ② 非代替性（身体拘束以外に代替する看護・介護方法がないこと）
  ③ 一時性（身体拘束を行う時間が一時的なものであること）

 ・感染症対策体制の整備
（1）感染症対策委員会の設置および定期的な開催（年２回）
（2）感染予防および対策のためのガイドラインの策定
（3）従業者に対する定期的な研修（年１回）および訓練・シミュレーション
の実施（年１回）

 ・業務継続計画（BCP）の策定・運用
（1）感染症の蔓延および地震等の自然災害発生時に備えた業務継続計画（BCP）の策定
（2）BCPに基づいた従業者に対する研修（年１回）および訓練（シミュレー
ション）の実施
（3）定期的な計画の見直しおよび見直しに伴う体制強化

 ・ハラスメント防止および良好な支援環境の確保
（1）職場内ハラスメント（パワハラ・セクハラ等）防止のための体制整備お
よび相談窓口の設置
（2）カスタマーハラスメント（利用者・家族等からの暴言・暴力・迷惑行為・理不尽な要求等）への組織的対応体制の整備
（3）安全なサービス提供が著しく害されると判断された場合のしかるべき措置（相談、警察等への連絡、契約解除等）の規定



14.　苦情相談窓口
　　当事業所ご利用者相談・苦情担当
　　　苦情受付担当者　　　管理者　尾﨑 共代　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　0896-77-5057
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX　 0896-77-5430
当事業所以外に、公共機関においても苦情申し出ができます。
四国中央市　介護保険課　　　　　　電話　0896-28-6025
愛媛県国民健康保険団体連合会　　　電話　089-968-8800

［受付時間］土日・祝日・12/29～1/3以外の、午前8時30分～午後5時15分

15.　協力医療機関
　　　　　　名　称　　　公立学校共済組合　四国中央病院
　　　　　　住　所　　　〒799-0193　四国中央市川之江町2233番地
　　　　　　電　話　　　0896-58-3515

16.　損害賠償について
　　当事業所において、事業所の責任によりご利用者様に生じた損害については、事業所は、速やかにその損害を賠償します。守秘義務に違反した場合も同様とします。
ただし、損害の発生について、利用者様に故意又は過失が認められた場合には、利用者様の置かれた心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、事業所の損害賠償責任を減じさせていただきます。

17.　合意裁判管轄について
　　サービスの利用により生ずる権利義務に関する訴訟については、一般社団法人在宅看護センターを管轄する愛媛県西条市支部を第一審管轄裁判所とさせていただきます。
　　
18.　法人の概要
　　　　名称・法人種別　　　一般社団法人　在宅看護センター四国
　　　　代表者役職・氏名　　代表理事　尾﨑　共代
　　　　所在地　　　　　　　愛媛県四国中央市土居町上野甲1197-1
19.　第三者による評価の実施状況
　　　　なし（2024年4月1日時点）

附　則
この説明書は、令和5年4月1日から施行する。

個人情報使用に関する目的


Ⅰ．個人情報利用の目的

1. 医療・介護サービスの提供
１） 保険証や診療情報提供書、（介護予防）訪問看護指示書、（介護予防）訪問看護計画書、居宅（介護予防）サービス計画書などの個人情報は、利用者様への医療・介護提供のために利用します。（カルテ作成、検索、取出し、保険確認、本人確認等、医療・介護行為全てに使用されます。保険証はカルテ作成時の転記ミス防止の為コピーを1部とらせていただく場合があります。）
２） 医療・介護の質の向上や安全確保、医療や介護の事故未然防止のための分析や報告に利用します。

1. 医療・介護連携
１） 利用者様が継続的によい医療・介護を受けられるよう、診療や介護に関する情報を外部の病院、診療所、施設等との医療・介護連携を行うために互いに情報交換を致します。この情報は患者様・利用者様の医療や介護の為だけに利用します。
２） 利用者様への医療や介護提供のため、外部の医師等の意見、助言を求めるために利用します。

1. 病状・経過等の説明
　利用者様への医療や介護提供に際して、了解を得たご家族等への病状、経過等の説明を行うため利用します。

1. 学会・研究、研修、検討会
　法人内で職員を対象とした研修・検討会で、また、学会や研究等で医療や介護の発展を目的として個人情報を利用する場合がありますが、この場合は個人が特定されないよう匿名化して使用します。匿名化が困難な場合はご本人に通知の上同意を得ます。

1. 医事会計（介護を含む）・保険請求業務
　医事会計（介護を含む）業務及び保険請求業務（審査支払機関や保険者へのレセプト提出や照会への回答）に使用するほか、場合により未収金発生時にはその督促、回収業務に使用します。
1. その他
１） 賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相談又は届出等。
２） 第三者機関への質の向上・安全確保・医療事故対応・未然防止のための報告。

Ⅱ．条件
　       　個人情報の提供は、必要最小限として、提供にあたって関係者以外の者に情報が漏れることがないように細心の注意をし利用します。



個人情報使用同意書


私及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用する事に同意します。

１　使用する目的
　　介護保険法に関する法令に従い、当該事業所が私の（介護予防）訪問看護計画に基づき、訪問看護サービス等を円滑に実施するにあたって必要な場合。

２　使用にあたっての条件
１） 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際に関係者以外には漏れることのないよう細心の注意を払うこと。
２） 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方について記録しておくこと。










[bookmark: _Hlk135164924]上記の契約を証するため、本書 2 通を作成し、契約者、事業者、立会人が記名捺印のうえ、契約者及び事業者が各 1 通を保有するものとします。 

令和　 　年　 　月　 　日 

（事業者）　　事業者名 一般社団法人在宅看護センター四国
看護小規模多機能型居宅介護しこくのかんたき
所在地 愛媛県四国中央市川之江町字井地山980番6
代表理事　尾﨑　共代 　　　　　印

契約者　　　　住所
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号

[bookmark: _Hlk163139218]上記代理人（家族代表者　続柄　　　　　　　　　　　　　　）
　　住所
氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　　　
契約者が署名できないため、本人の意思を確認のうえ私が代って署名を代行します。
（署名代行者）ご住所
ご氏名　　　　　　　　　　　　　　契約者との関係　　　　
